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                             平成１４年５月２４日 
    

平成１平成１平成１平成１３３３３年度決算発表年度決算発表年度決算発表年度決算発表    
 
三井住友銀行の平成１３年度決算について、「決算短信（連結）」及びその添付資料で
ございます「個別財務諸表の概要」と、「平成１３年度決算説明資料」を使いましてご説
明致します。 
 
決算計数につきましては、「平成１３年度決算説明資料」に要点を取り纏めております
ので、そちらの資料に従ってご説明いたします。 
 
なお、資料中の平成１２年度の数値で、特に但書きをしていない項目につきましては、

旧さくら銀行と旧住友銀行の計数を単純合算して表示しております事をご了解願います。 
 
 まず、単体損益状況ですが、１頁の「１．損益状況【単体】」に取纏めております。 
 
１頁ほぼ真ん中２１番の（一般貸倒引当金繰入前）業務純益業務純益業務純益業務純益は１兆１,８３４億円、前年
度比＋３,８０３億円の大幅な増益となりました。 
 
前年度比増益の要因は業務粗利益が＋３,５０３億円の増益、経費が△３００億円減少し

たことによります。 
 
業務粗利益について、国内・国際業務に分けますと、国内業務では△２８億円の減益、 
国際業務では＋３,５３１億円の大幅増益となりました。 
 
３番の国内業務粗利益で減益（前年度比△２８億円）となりましたのは、国債等債券損

益が好調（前年度比＋４７０億円）だった一方で、企業の資金需要低迷による貸出金の減
少等から、資金利益が前年度比△２９８億円減少したことが主な要因であります。 

 
また、１０番の国際業務粗利益で大幅増益（前年度比＋３,５３１億円）となりましたの
は、ドル金利等の低下により外貨建トレジャリー収益が好調に推移したことや、海外現地
法人からの配当により、資金利益が前年度比＋２,６５６億円の増益となったほか、特定取
引（前年度比＋３４１億円）や外貨債券等で増益となったことが主な要因であります。 
 
１７番の経費につきましては、合併によるシステム統合等の費用（前年度比▲１６６億
円の増加）の増加を吸収して、経費全体で△３００億円改善いたしました。 
その内訳は、人員の削減を主な要因として人件費が△２２２億円減少したほか、国内外
店舗統廃合による施設関係費用や合併を契機とした購買費見直し等による経費の削減によ
り、物件費が△４０億円減少し、税金も△３８億円減少しております。 
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次に臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益に移ります。 

 
２７番の貸倒償貸倒償貸倒償貸倒償却引当費用却引当費用却引当費用却引当費用につきましては、前年度比△７，２４０億円増加の 
△１兆５,４３１億円となりました。 
    
貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用の主なものは、 
貸出金償却△２,８３９億円、 
個別貸倒引当金繰入△６，６３２億円、 
債権売却損失引当金繰入△３７０億円、 
共同債権買取機構売却損△８４億円、 
延滞債権売却損等△５０６億円、 
およびカントリー貸金に対する特定海外債権引当勘定戻入＋４５億円、 
一般貸倒引当金繰入△５，０４５億円であります。 
 
３５番の株式等株式等株式等株式等関係関係関係関係損益損益損益損益につきましては、株式等売却損益及び償却のネットで 

△１，３０７億円のマイナス（前年度比△４,４２１億円の減益）となりました。 
 
株式等関係損益の内訳は、売却益＋５４２億円、売却損△５４３億円の、ネットで△１
億円の売却損を計上する一方、減損ルールに基づき△１，３０６億円の償却をしておりま
す。 
 
また、３９番の外形標準事業税外形標準事業税外形標準事業税外形標準事業税につきましては、△３００億円を計上しております。 
  
これらの要因により、４１番の経常利益経常利益経常利益経常利益は△５,２２１億円の損失となりました。（前年

度比△８,８１３億円減益）。 
 
 
次に、特別損益特別損益特別損益特別損益でありますが、 

 
動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益は、リストラクチャリングの一環や合併に向けて前倒しで廃止した
店舗・社宅等の不動産処分損の他、現状復旧に係る簿価損・解体損等があり、△１４２億
円の損失となりました。 
 
このほか、退職給付退職給付退職給付退職給付会会会会計基準変更時差異償却計基準変更時差異償却計基準変更時差異償却計基準変更時差異償却として、△２０２億円を計上しております。 
 
これらにより、４７番の税引前税引前税引前税引前当期当期当期当期利益利益利益利益は、前年度比△８,０９７億円減益の、 
△５,３６６億円の損失となりました。 
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４８番の法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税につきましては、△３２７億円、 
また、４９番の税効果会計による法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額は＋２，４６５億円の負担軽減となり
ました。 
 
 以上の結果、５１番の当期当期当期当期利益利益利益利益は、前年度比△４，６０６億円減益の、△３，２２８億
円の損失となりました。 
 
 次ページに連結ベースの損益の内訳を示してあります。下段にありますように連結子会
社は１４４社、持分法適用会社は３８社であります。 
 
連結の損益状況は、不良債権処理の増加等による単体の減益を主要因として、１５番の

経常利益が前年度比△１兆７５２億円減益の△５,８０６億円の損失、２１番の当期純利益
は前年度比△５，９６３億円減益の△４，６３９億円の損失となりました。 
 
次に、参考計数についていくつかご説明いたします。 
 

 まず、有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益について説明しますので、４ページをご覧下さい。 
 
本年度より金融商品会計基準の本則に則り、その他有価証券の時価評価を行い資本直入
を実施しております。ページ上段の表には、それぞれの目的区分における評価の方法を記
載しております。 
 
有価証券の評価損益については、中段以下の表に単体・連結別にそれぞれ取り纏めてお

ります。 
 
まず、単体ベースの資本直入の対象となる、その他有価証券の評価損益は、その他有価

証券欄に記載の△４,８１７億円と、その他の金銭の信託の△３８億円を合計して 
△４,８５５億円のマイナス、１３年４月合併時の承継処理後対比では、評価損益が 
△６,８２３億円減少しております。 

 
 その下の表に、連結ベースの評価損益を記載しています。 
連結ベースの評価損益は合計で△４，９８５億円のマイナスとなりました。 
 
次にヘッジ会計を適用しているデリバティヘッジ会計を適用しているデリバティヘッジ会計を適用しているデリバティヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引ブ取引ブ取引ブ取引の概要について、５頁をご覧下さい。 

 
ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、開示の向上を図るという観点
で、前中間期より説明資料に自主的に記載することにしておりますが、１４年３月末で 
９３０億円の繰延べ利益となっております。 
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三番目に退職給付関連退職給付関連退職給付関連退職給付関連の計数について、６頁の表をご覧下さい。 
 
ここでは、退職給付債務等の残高及び退職給付費用の金額を、単体・連結ベースで記載

しています。 
なお、割引率については、１４年３月末より△０．５％引き下げて３．０％としており

ます。 
 
四番目に連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率の計数について、次の７頁の表をご覧下さい。 
 
１４年３月末の連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率は速報値で１０．４５％となりました。 

なお、前年度計数は旧さくら銀行、旧住友銀行それぞれの実績値を掲載しておりますので、
ご参照願います。 
 

 続きまして、不良債権の状況についてご説明いたします。 
８頁に取纏めていますので、ご覧下さい。                                       
                                                                                          
 １０．自己査定、開示及び償却・引当等との関係をご覧下さい。  
 
 この表は、自己査定の債務者区分と各区分毎の金融再生法に基づく開示基準での金額、
自己査定における分類区分、それに対応する引当金残高を一表に纏めたものです。 
 
概略を申しあげますと、 
破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権については、担保・保証等により回収可能部分以外
の部分に対して１００％引当、 
危険債権危険債権危険債権危険債権は、担保・保証等により回収可能部分以外の部分の１兆３,９８１億円に対して 
７５.９％の引当、 
要管理要管理要管理要管理先先先先債権債権債権債権は、担保・保証等により保全されている部分以外の部分に対して２１．８％
の引当、 
正常債権正常債権正常債権正常債権の内、 
その他要注意先に対しては、債権額に対して５．１％の引当、 
正常先に対しては、債権額に対して０．２％の引当となりました。 
 
なお、要管理先とその他要注意先を合わせた要注意先全体では、担保・保証等により保
全されている部分以外の部分に対して１２．９％の引当となりました。 
 
又、単体及び連結ベースでのリスク管理債権の状況、業種別貸出状況、地域別構成等に
つきまして９頁以降に取纏めております。 
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まず、１１頁をご覧下さい。 
一番上の表にありますように、１４年３月末の金融再生法に基づく開示債権残高は、 
破産更生破産更生破産更生破産更生債権及びこれらに準ずる債権債権及びこれらに準ずる債権債権及びこれらに準ずる債権債権及びこれらに準ずる債権は４，９３５億円（１３／３末比△９６４億円減少）、 
危険債権危険債権危険債権危険債権は２兆９，７０２億円（１３／３末比＋１兆２７１億円増加）、 
要管理債権要管理債権要管理債権要管理債権は２兆４，３６３億円（１３／３末比＋２兆１，４６９億円増加）、 
の合計５兆９，０００億円となり、１３／３末比＋３兆７７５億円の大幅な増加となりま
した。また、既に１３／９末において要管理債権の一部基準の見直しを実施しているため、
１３／９末比で見ますと、開示債権全体では＋２兆５７３１億円の増加、その内訳として、
危険債権、要管理債権で各々＋１兆３０００億円程度の増加となっております。 
 
開示債権残高が大幅に増加したのは、当期において、大口債務者の再建策進展に伴う、
所要の手当を行ったことや、不良債権処理促進の観点から、財務内容の回復に長期を要す
る先を破綻懸念先としたほか、要管理先債権における貸出条件緩和債権の範囲について、
貸出金の表面形態に拘らず貸出金一本毎に実質面からその内容を十分に検討し、より広範
に捉えることとしたことによるものであります。 
当然ながらそれぞれの債権に対する必要な手当ては実施済みであり、今回の残高増加に
より、今後クレジットコストが大幅に増加するものではありません。 
又、残高としても、政府方針に則った最終オフバランス化の推進、大口債務者等の再建
計画の進捗により、今後、順次減少していくものと考えております。 
 
次に、１３年３月期から公表しております不良債権のオフバランス化につきましては、
概要を１２頁と１３頁に記載しておりますのでご覧下さい。 
 
１２年上期以前分、１２年度下期発生分、１３年度上期発生分の破綻懸念先以下につき
まして、それぞれ１３年度下期中にオフバランス化した金額及びその内訳を記載しており
ます。 
１３年度下期中には、この３つの区分を合計して、「Ｂ＋Ｄ＋Ｆ」の△５，８４５億円
のオフバランス化を行ったことになります。 
 
また、１３年度下期に新たに破綻懸念先以下となった債権額が１兆８,２８５億円（Ｇ）
ありますので、１４年３月末における破綻懸念先以下の債権残高は、１３年９月末比ネッ
トで＋１兆２，４４０億円増加し、３兆４,６３７億円となっております。 
 
次に、１８頁には、人員・店舗の状況について、記載しています。 
 
 従業員数は、前年度末比△２，１１５人減少の２万５，０２７人となりました。（健全
化計画比では△１，１７３人削減しております。） 
又、国内本支店店舗数は、前年度末比△１４店減少の５６４店となりました。 
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 最後に、平成１４年度の年間業績予想について、説明資料の１９頁をご覧下さい。 
 
 業績予想につきましては、 
 
単体ベースで 
 
業務純益  ８，５００億円 
経常利益  ２，３００億円 
当期利益    ８００億円 

 
連結ベースで、 
 
経常利益  ３，２００億円 
当期純利益 １，０００億円 

 
とみております。 
 
また、単体ベースの１４年度の不良債権処理額については、△５，０００億円の不良債
権処理を見込んでおります。 
 
 
                                    以  上 


